
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

54,373,350 0 0 54,373,350

△ 19,495,581 △ 1,079,178 0 △ 20,574,759

34,877,769 △ 1,079,178 0 33,798,591

5,192,980 326,540 390,000 5,129,520

7,800,000 0 0 7,800,000

40,000,000 0 0 40,000,000

19,495,581 1,079,178 0 20,574,759

20,000,000 0 0 20,000,000

4,700,000 1,800,000 0 6,500,000

4,221,904 44,983 0 4,266,887

101,410,465 3,250,701 390,000 104,271,166

136,288,234 2,171,523 390,000 138,069,757合　　計

  社会貢献事業積立金（特）

  事務局建物取得資金（特）

  杉並木債権（特）

  その他資産取得資金

小　　計

  40周年記念事業準備金（特）

財務諸表に対する注記

  車輌取得資金（特）

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目

基本財産

  建物（基）

  減価償却累計額（基）

小　　計

特定資産

  退職給付引当資産（特）

（３）消費税等の会計処理

１．継続事業の前提に関する注記

 継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況は存在しておりません。

　　　賞与の支給に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上しております。

　　②退職給付引当金

　　　退職給付引当金については、期末退職給与の要支給額を基準として計上しています。

２．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　　有形固定資産については定額法による減価償却を実施しています。

（２）引当金の計上基準

　　①賞与引当金



４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

54,373,350 0 54,373,350 ―

△ 20,574,759 0 △ 20,574,759 ―

33,798,591 0 33,798,591 ―

5,129,520 0 0 5,129,520

7,800,000 0 7,800,000 0

40,000,000 0 40,000,000 0

20,574,759 0 20,574,759 0

20,000,000 0 20,000,000 0

6,500,000 0 6,500,000 0

4,266,887 0 4,266,887 0

104,271,166 0 99,141,646 5,129,520

138,069,757 0 132,940,237 5,129,520

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

54,373,350 20,574,759 33,798,591

6,940,540 3,749,821 3,190,719

5,059,952 2,305,528 2,754,424

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

金  額

0　　受取寄附金振替額

什器備品

（単位：円）

内  容

　経常収益への振替額

車両運搬具

  事務局建物取得資金（特）

  杉並木債権（特）

  その他資産取得資金

小　　計

合　　計

（単位：円）

科　目

建物

  40周年記念事業準備金（特）

  社会貢献事業積立金（特）

（単位：円）

科　目

基本財産

  建物（基）

  減価償却累計額（基）

小　　計

特定資産

  退職給付引当資産（特）

  車輌取得資金（特）


